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１.申請⽅法の変更点

・ 容量の⼤きい教材や演習等の提出物については、今回申請から事務局にてファイルス
レージを⽤意し、そちらに資料を格納いただく必要があるため、提出の流れについても
⼀部変更があります。

■ 提出書類⼀覧

① 提出物⼀覧・チェックリスト
② 申請書・様式第１－７号

 ③ 申請講座で使⽤する教材
 ④ 申請講座で実施する演習等の詳細を⽰す資料
   ・演習の具体的な実施⼿順
    ・受講⽣の成果物

 ⑤ その他の添付書類
   ・申請講座のカリキュラムと教材の対応を説明
     する資料
    ・直近２期の財務諸表
    ・直近で実施した申請講座のアンケート結果等を⽰す資料
   ・直近で開講した申請講座の開講実績を⽰す資料
  ・(任意)その他講座の内容等に関するＰＲ資料

メールにて提出
提出後、事務局よりファイルストレージの
アップロードＵＲＬを送付

事務局より送付のあったＵＲＬへ資料をアップ
ロード
※ＣＤ／ＤＶＤや紙教材の郵送等による提出
 をご希望の場合は、事前に相談要

※申請受付開始後（10⽉以降）に必ず経産省HPにて⼿続き⽅法をご確認ください。
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 デジタル⽥園都市国家構想基本⽅針（令和4年6⽉7⽇閣議決定）において、専⾨的なデジタル知識・能⼒を有し、デジタル実
装による地域課題解決を牽引する「デジタル推進⼈材」を、2026年度末までに230万⼈育成することを⽬標に掲げ、関係省
庁が連携し、政府全体で取り組むこととされている。

 データ・デジタル技術を活⽤した産業構造が変化している中、企業が競争上の優位性を確⽴するためには、常に変化する社
会や顧客の課題を捉え、デジタルトランスフォーメーション（DX）を実現することが重要であり、その推進にあたっては、DXの素
養や専⾨性を持った⼈材が必要不可⽋である。

 このため、DXを推進する⼈材（ビジネスアーキテクト・デザイナー・データサイエンティスト・ソフトウェアエンジニア・サイバーセキュリティ）の
役割や習得すべき知識・スキルを⽰し、それらを育成の仕組みに結び付けることで、リスキリングの促進、実践的な学びの場の
創出等を⾏うことを⽬的として、「DX推進スキル標準」※を策定した（令和4年12⽉21⽇経済産業省・(独)情報処理推進機構）。

※「DX推進スキル標準」︓https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-standard/dss/ps6vr700000083ki-att/000106871.pdf

 Reスキル講座認定制度において、DXを推進する⼈材に求められる知識・スキルを習得できる専⾨的・実践的な教育訓練講
座を認定し、奨励することを通じて、社会⼈のリスキリングの促進、キャリア形成等を図ることを⽬的として、令和5年10⽉申請
（令和6年4⽉1⽇認定適⽤）より、DX推進スキル標準に基づき、認定講座の対象分野を拡充することとした。

 Reスキル講座の認定の対象となるIT分野に、新たにデジタル・トランスフォーメーション（DX）推進に関する知識及び技術
を追加した。

⽬的及び概要

背景

■ 対象分野
①IT分野

̶新技術・システム︓クラウド、IoT、AI、データサイエンス（デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発⼿法との組合せを含む）
̶⾼度技術 ︓セキュリティ、ネットワーク

②IT利活⽤分野
̶⾃動⾞モデルベース開発、⾃動運転、⽣産システム設計

ーデジタル・トランスフォーメーション（DX）推進に関する知識及び技術
︓ビジネスアーキテクト、デザイナー、データサイエンティスト、ソフトウェアエンジニア、サイバーセキュリティ

（参考）認定要件 対象分野の拡充（DX推進分野）



２.申請様式の変更点

⑴.申請書の構成

■ 様式第１号 第四次産業⾰命スキル習得講座認定制度への申請について（総括票）
（専⾨実践教育訓練実施状況調査票（総括票））

■ 様式第２号 専⾨実践教育訓練実施状況調査票（総括票）

■ 様式第３号 第四次産業⾰命スキル習得講座 施設別教育訓練講座票
（専⾨実践教育訓練 教室別教育訓練講座票）

■ 様式第４号 第四次産業⾰命スキル習得講座 個票（専⾨実践教育訓練実施状況調査票 個票）

■ 【参照⽤】ロール対応表

■ 様式第５号 第四次産業⾰命スキル習得講座 訓練経費内訳票
（専⾨実践教育訓練 実施状況調査（訓練経費内訳票））

■ 様式第６号 第四次産業⾰命スキル習得講座 講座運営管理状況調査票
（専⾨実践教育訓練 運営管理状況調査票）

■ 様式第７号 第四次産業⾰命スキル習得講座 講師等経歴書

・ 申請書（申請書・様式第１号〜第７号）のうち、⾚下線部の「様式第４号第四次産業⾰
命スキル習得講座（個票）」の⼀部を変更

・ また、上記記⼊をサポートする「【参照⽤】ロール対応表」を追加

※追加



２.申請様式の変更点

⑵.様式第４号の構成

１.教育訓練の概要

・ 様式第４号における申請書の変更点は以下のとおり

２.教育訓練の対象分野

３.教育訓練の⽬標レベル

４.受講者の要件等

５.教育効果の把握⽅法（修了評価）

６.教育訓練の内容（カリキュラム）

７.受講の利便性

１.教育訓練の概要

２.教育訓練の内容（カリキュラム）

３.教育訓練の対象分野

４.教育訓練の⽬標レベル

５.受講者の要件等

６.教育効果の把握⽅法（修了評価）

７.受講の利便性

・
・
・

・
・
・

〈変更前〉 〈変更後〉



２.申請様式の変更点

⑶.作成の⼿順

・ 「様式第４号 第四次産業⾰命スキル習得講座（個票）」の変更点と「【参照⽤】ロー
ル対応表」の作成の⼿順は以下のとおり

【⼿順①】申請講座で学べるスキルを「スキル項⽬」から選択 ※ロール対応表

【⼿順②】⼿順①で選択したスキル項⽬を単元毎に整理 ※様式第四号「２.教育訓練の内容（カリキュラム）」

【⼿順③】申請分野の候補となるロールを確認 ※ロール対応表

【⼿順④】申請分野となるロールを選択 ※様式第四号「3.教育訓練の対象分野」

【⼿順⑤】講座の⽬標とするレベル・到達⽬標を選択・記載 ※様式第四号「4.教育訓練の⽬標レベル」

【⼿順⑥】⼿順④で選択した分野（ロール）毎に、到達⽬標等を記⼊ ※様式第四号「4.教育訓練の⽬標レベル」



【⼿順①】申請講座で学べるスキルを「スキル項⽬」から選択

ロール

スキル項⽬

※ロール対応表から⼀部抜粋

・ 「【参照⽤】ロール対応表」にて、緑枠の「講座との対応」欄に、申請講座と対応するスキ
ル項⽬をチェック（〇）

・ 各スキル項⽬の詳細は、デジタルスキル標準（DX推進スキル標準）を参照

ロ－ル対応表



【⼿順②】⼿順①で選択したスキル項⽬を単元毎に整理

・ ⼿順①ロール対応表で選択した「スキル項⽬」を、個票（様式第４号）の⾚枠「2.教育訓練
の内容（カリキュラム）」・「別表１との対応について」において、単元毎に記載

・ ⻘枠の部分において、記載したスキル項⽬と対応する単元等の具体的箇所を記載
様式第四号

「２.教育訓練の内容
（カリキュラム）」



【⼿順③】申請分野の候補となるロールを確認

・ ⼿順①のとおり、緑枠「講座との対応」欄にチェック（〇）をすると、⻘枠のとおり、申請
分野の候補となるロールが⾚く点灯

・ ロールの詳細については、デジタルスキル標準（DX推進スキル標準）を参照

ロール

スキル項⽬

※ロール対応表から⼀部抜粋

ロ－ル対応表



【⼿順④】申請分野となるロールを選択

・ ⼿順③で確認した申請分野の候補となるロールのうち、講座の中でメインで学習できるロー
ルを、個票（様式第４号）の⾚枠「３.教育訓練の対象分野①」において選択

・ それ以外で該当するロールがある場合は、⻘枠「３.教育訓練の対象分野②」において、２つ
以内で選択（任意）

・ ロールの詳細は、デジタルスキル標準（ＤＸ推進スキル標準）を参照

様式第四号
「３.教育訓練の対象分野」



【⼿順⑤】講座の⽬標とするレベル・到達⽬標を選択・記載

・ 個票（様式第４号）の⾚枠「４.教育訓練の⽬標レベル」・「⑴⽬標とするレベル」において、
該当するレベルを１つ以上選択

・ 個票（様式第４号）の⻘枠「４.教育訓練の⽬標レベル」・「⑵講座全体を通じての到達⽬
標」において、講座全体を通じての具体的な到達⽬標を記⼊

様式第四号
「３.教育訓練の対象分野」



【⼿順⑥】⼿順④で選択した分野（ロール）毎に、到達⽬標等を記⼊

・ 記載例を参照しながら、⼿順⑤で選択した「⑴⽬標とするレベル」に当該教育訓練が達して
いると考える理由を、個票（様式第４号）の⻘枠「４.教育訓練の⽬標レベル」・「⑶ロール
毎の到達⽬標等」へ記⼊（主たるロールは⾚枠、該当ロールは⻘枠に記⼊）

様式第四号
「３.教育訓練の対象分野」
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■ 申請いただいた後、事務局より申請書の不備等について、申請書「様式第１号 第四次産業
⾰命スキル習得講座認定制度への申請について（総括票）」の「１.申請者の概要」「⑨申
請担当者所属・⽒名」「e-mail」欄に記載のアドレスへ連絡する場合がありますので、確
実に連絡が取れるアドレスをご記⼊ください。

■ 厚⽣労働省「教育訓練給付制度（専⾨実践教育訓練）」の講座指定申請を併せて⾏う場合は、
メールの宛先に厚⽣労働省のメールアドレスも必ず含めてください。

E-Mail（経済産業省）︓bzl-reskill-shinsei-uketsuke@meti.go.jp
E-Mail（厚⽣労働省）︓kyouikukunren@mhlw.go.jp

■ 申請書（Excel）については、事業者様の⼊⼒補助の観点から、⼀部を加⼯しております。
作成にあたって、同時編集等の機能を活⽤した場合、まれに申請書ファイルが破損する可能
性がありますので、ご注意ください。

■ 不備等の解消にあたっては、事務局より締切⽇を設定し、各申請事業者様に修正をお願いし
ております。つきましては、資料の再提出等が必要となった場合は、審査の円滑な進⾏のた
め、事務局からの締め切りを厳守いただきますようお願いいたします。

3.申請にあたっての留意点



ご視聴ありがとうございました。申請お待ちしております。

（問合せ先）
経済産業省 商務情報政策局 情報技術利⽤促進課
担当︓⽵下・柴⽥
E-Mail︓bzl-joshin@meti.go.jp


